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アスベスト対策部会（第２回）議事次第

日時：平成１７年１０月１２日

１６：３０－１８：００

場所：国土交通省 階特別会議室11

１．開 会

２．議 事

① 前回議事要旨の確認

② 民間建築物における吹付けアスベストに関する調査について

③ アスベスト含有建材に関する基本的な対応方針と取り組み施策について

３．そ の 他

４．閉 会

（配付資料）

資料１ 委員名簿

資料２ 第１回アスベスト対策部会議事要旨（案 ））

資料３ 民間建築物における吹付けアスベストに関する調査結果について

資料４ アスベスト含有建材に関する基本的な対応方針(案)

資料５ 具体的な取り組み施策（案）

参考資料１ 他施設等の調査結果について

参考資料２ アスベスト対策の主な経緯

参考資料３ 住宅・建築物等におけるアスベスト関係事項

参考資料４ アスベスト問題に関する関係閣僚による会合（第 回）資料3



資 料 １

アスベスト対策部会委員名簿

村上周三 慶應義塾大学教授（委員） 部会長

久保哲夫 東京大学大学院教授部会長代理

櫻井敬子 学習院大学教授

矢野 龍 住友林業（株）取締役社長

青木宏之 （社）全国中小建築工事業団体連合会副会長（臨時委員）

坂本雄三 東京大学大学院教授

笹田己由 全国建設労働組合総連合住宅対策部長

藤本昌也 （株）現代計画研究所代表取締役

野城智也 東京大学教授

合場直人 三菱地所（株）ビル事業本部ビル管理部長（専門委員）

島田啓三 鹿島建設東京支店安全環境部担当部長

富田雅行 ニチアス㈱技術本部環境管理室長

名取雄司 中皮腫・じん肺・アスベストセンター所長

（医療法人社団ひらの亀戸ひまわり診療所）

野口貴文 東京大学助教授

野本孝三 東京都都市整備局市街地建築部長

本橋健司 （独）建築研究所材料研究グループ長

（敬称略）



既存建築物における吹付けアスベストに関する調査について（集計結果）
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※１

北海道 5,931 2,600 287 20 267 82 185 0

青　森 1,313 1,038 142 19 123 0 7 116

岩　手 1,112 570 107 1 106 1 14 91

宮　城 2,446 1,395 175 0 175 35 40 100 　

秋　田 1,033 597 38 14 24 2 0 22

山　形 1,086 875 105 26 79 12 15 52

福　島 2,290 1,529 108 2 106 10 74 22

茨　城 3,609 2,580 237 1 236 15 6 215

栃　木 2,726 1,780 194 10 184 2 33 149

群　馬 2,512 2,128 267 53 214 30 127 57 　

埼　玉 5,833 2,572 172 29 143 49 22 72 　

千　葉 6,861 3,721 312 77 235 54 149 32 　

東　京 6,197 2,430 388 276 112 48 61 3 　

神奈川 5,200 5,200 347 103 244 66 64 114

新　潟 2,987 1,681 206 30 176 30 65 81

富　山 1,531 1,267 267 42 225 26 77 122  

石　川 1,803 1,304 222 23 199 43 80 76

福　井 1,566 976 153 2 151 3 148 0

山　梨 650 510 118 5 113 1 112 0

長　野 4,185 4,102 299 0 299 41 258 0 　

岐　阜 3,406 1,558 115 24 91 18 28 45

静　岡 2,816 1,868 164 1 163 7 108 48

愛　知 6,591 813 114 0 114 13 101 0 ※２

三　重 2,523 777 79 3 76 22 44 10

滋　賀 2,447 1,546 213 35 178 93 52 33 　

京　都 4,046 1,685 250 100 150 63 30 57 　

大　阪 10,366 5,988 642 0 642 9 633 0  

兵　庫 4,873 3,989 364 11 353 45 127 181

奈　良 1,348 672 115 0 115 24 91 0 　

和歌山 3,793 577 55 6 49 11 29 9

鳥　取 1,309 652 86 31 55 11 44 0

島　根 884 495 47 3 44 5 24 15

岡　山 3,241 1,845 113 6 107 26 43 38

広　島 5,248 858 79 13 66 17 10 39

山　口 2,608 1,316 94 0 94 20 74 0

徳　島 1,201 638 38 1 37 5 25 7

香　川 1,613 854 58 0 58 0 0 58

愛　媛 2,385 1,623 147 11 136 27 109 0

高　知 990 421 90 2 88 14 10 64 　

福　岡 8,606 4,601 464 31 433 69 52 312

佐　賀 1,119 625 40 3 37 9 16 12

長　崎 2,050 1,228 79 0 79 0 3 76 　

熊　本 2,636 404 63 9 54 11 43 0 　

大　分 1,969 1,113 93 7 86 1 22 63 　

宮　崎 1,215 802 70 11 59 30 29 0

鹿児島 1,474 845 66 4 62 22 6 34

沖　縄 1,301 99 1 0 1 0 1 0

合計 142,929 76,747 7,883 1,045 6,838 1,122 3,291 2,425
  

※１　「指導により対応済みの建築物の数」は原則として本調査により対応した数である。
※２　名古屋市分のみ計上。
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資料４

アスベスト含有建材に関する基本的な対応方針（案）

《基本方針１》吹付けアスベスト等に対する規制と実態把握

・建築物の通常の使用状況においてアスベスト繊維の飛散が懸念される吹

付けアスベスト及びアスベスト含有吹付けロックウール（以下「吹付け

アスベスト等」という ）については、建築基準法による規制（報告聴。

取、勧告・命令制度等の既存建築物に対する規定の適用）を検討する。

※新規使用については、すでに労働安全衛生法令により規制されており、同法に基づく石綿障害

予防規則で事業所における吹付けアスベストの除去等も規制されているが、建築行政において

も特定行政庁（建築主事等をおく地方公共団体）による法的な指導等を可能とさせるもの。

・現在の調査を継続し一定のとりまとめを行うとともに、関係機関と連携

し、調査環境（基本方針４）を整えた上で、小規模な建築物等も対象と

したより詳細な実態把握を行う。

《基本方針２》その他のアスベスト建材に関する調査・研究と対応

・その他のアスベスト含有建材（パーライト吹付け、ひる石吹付け、保温

材、成型品等）については、各種文献、製造者からの資料・情報収集、

飛散状況等に係る調査・研究を早急に実施し、その結果、建築物の通常

の使用状況における飛散防止対策が必要となった建材については、使用

実態の把握、建築基準法による対応等を進める。

《基本方針３》アスベスト建材の除去、解体時への対応及び支援

・建築基準法の改正による通常の使用時及び改築時等における除去等の規

制を検討する （再掲）。

・解体時における飛散防止対策について、関係法令遵守の徹底等を図る

・除去等の費用に対する支援を検討する。

《基本方針４》アスベスト対策の推進のための環境整備

・住宅所有者等の不安解消のため、住宅の室内空気中のアスベスト繊維濃

度の測定結果の表示の仕組みなどを整備をする。

・アスベスト含有建材の実態調査、除去等が適切に行われるよう、マニュ

アルの整備、相談・調査体制の整備、専門家・事業者の育成、技術開発

（評価手法・体制の整備等を含む）等を進める。
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資料５

具体的な取り組み施策（案）

１ 吹付けアスベスト等に関する規制と実態把握

取り組み（案） 具体的施策（案） ○：緊急的に実施 備考
●：中長期的に対応を検討

※建築基準法では、シックハウス対①建築物に露出して使用さ ○建築基準法において、露出して使用されている（空調経路などに露
策としてホルムアルデヒドを発散れている吹付けアスベス 出している場合を含む）吹付けアスベスト等について、封じ込め等
する建材の使用を制限し、また、ト等に対する建築基準法 により飛散防止措置が講じられていない場合は、使用禁止とする。
防蟻剤であるクロルピリホスの使による規制 新規の使用及び事業所の吹付け対策については、すでに労働安全衛
用を禁止している。生法法令で規制されているが、建築基準法に規定することで、既存

※労働安全衛生法令により、アスベ＜吹付けアスベスト等＞ 建築物全般について次の効果が生じることとなる。
スト含有建材は使用禁止になって・吹付けアスベストおよび
おり（ 、また、事業所についアスベスト含有の吹付け ＜報告聴取・立ち入り検査＞ H16）
ては吹きつけアスベストの処理がロックウールとする。 ・吹付けアスベスト等の使用状況、劣化状況等に関し、特定行政庁
義務づけられている（ )。・パーライト吹付け、ひる （建築主事を置く地方公共団体）が報告聴取及び必要に応じた立 H17

※建築行政上はこれまでアスベスト石吹付けについては、飛 ち入り検査を行う強制力をもつこと。
対策は法的根拠のない任意の行政散状況等を調査・研究し ＜勧告・命令＞
指導で対応してきている。たのち、必要に応じ、吹 ・露出して吹付けアスベスト等が使用されている建築物において、

※所有者には適法な状態に維持する付けアスベスト等と同様 劣化がみられる場合等において、飛散防止措置について特定行政
責務が生じる。に扱う。 庁が勧告、是正命令等を行うができるようになること。

※定期報告対象（多数者利用建築物＜定期調査報告と閲覧＞
等）とするには地方公共団体の指・定期調査報告制度により、多数者利用建築物等については吹付け
定拡充が必要。アスベスト等の措置状況について報告を求め、その情報を一般に

※増改築部分以外は勧告・命令で対閲覧可能とすること。
応。＜改築時における除去等＞

・既存建築物の改築等を行う際に、改築部分に使用されている吹付
けアスベスト等の除去等が義務化されること。
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※事業所に対する指導権限をもつ労②吹付けアスベスト等の使 ○現在の概要調査を継続し一定のとりまとめを行うとともに、関係機
働基準部局や各種施設に指導権限用実態の把握の推進 関と連携し 詳細な吹付けアスベスト等の実態調査の準備を進める、 。

、 、を有する省庁 関係機関と連携し

建築基準法改正による報告聴取も○吹付けアスベスト等の使用建築物部分、用途等の精査を行う。
。想定した調査実施を検討

○室内に面して露出していないが、空調経路等に露出し飛散の可能性
のある建築物について、空調システムや建築時期等から対象を特定
した上で調査を行う。

○小規模な建築物（１０００㎡未満）を対象として、地方公共団体の
事務処理能力（建築行政部局の体制）や所有者等の費用負担にも配
慮し、相談体制等、調査環境を整備した上で調査を行う。

※基準法で規制した場合、定期報告○将来の解体等に備え、囲い込み等を措置した吹付けアスベスト等に
制度の対象建築物となる。ついても、定期調査報告制度等において調査、把握を進める。

○吹付けアスベスト等の実態調査の結果については、調査を実施した
地方公共団体、所有者等の双方で適切に情報を管理し、今後の適切
な維持管理、除去、解体時の対応等が行われるようにする （台帳。
の整備（後掲 ））

２ その他のアスベスト含有建材に関する調査・研究と対応

取り組み（案） 具体的施策（案） ○：緊急的に実施 備考
●：中長期的に対応を検討

※室内濃度について、健康影響の観①資料収集及び基礎的な調 ○室内空気中のアスベスト繊維の濃度 アスベスト含有建材の飛散性、 、
点からの優先度を判断する一定の査・研究の実施 含有量等に関し、各種文献、製造者等から資料を収集する。
指標の設定が課題。

※住団連において、成形品を使用す○関係機関と連携し、建築物に使用されている異なるアスベスト含有
る住宅の解体の際の空気中のアス建材（パーライト吹付け、保温材、成型品等で比較）ごとに、通常
ベスト濃度の測定を実施。時、解体時、リフォーム時におけるアスベスト繊維の飛散状況等の

測定等の調査・研究を行う。
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※学校等では平成８年までの建築物②飛散防止対策が必要とな ○基礎的な調査、研究の結果、飛散防止対策が必要となった建材につ
を対象に吹付けパーライトの調査った建材に関する、建築 いては、追加の調査等を行い、使用実態を把握する。この場合、分
を実施中物における使用実態の把 析機関の能力等を踏まえ、不特定多数者が利用する建築物、規模の

大きい建築物など、緊急性の高いものから順次実施する。握

※昭和６３年に日本建築センターに○建築物における使用実態の把握及び飛散防止対策が適切に行われる
おいて「既存建築物の吹付けアスよう、マニュアルを整備する。
ベスト粉じん飛散防止処理技術指

針・同解説」を作成しているが、

吹付けアスベストを対象としたマ

ニュアルとなっている。

、③飛散防止対策が必要とな ●基礎的な調査、研究の結果、飛散防止対策が必要となった建材につ ※政令で追加することができるよう

あらかじめ規定。った建材に関する、建築 いては、建築基準法等における対応について検討を行う。
基準法等による対策の検
討

３ アスベストの建材の通常時、解体時への対応及び支援

取り組み（案） 具体的施策（案） ○：緊急的に実施 備考
●：中長期的に対応を検討

※労働基準部局の事業所指導等と連①通常使用時の飛散防止対 ○建築基準法の規制による勧告・命令等 （再掲）。
携して対応策の推進

○建築基準法の規制による改築時等の改築部分への除去等の対策の措②改築時等の飛散防止対策
置の義務づけ （再掲）の推進 。

○改築工事（解体工事として）を規制している他法令の遵守の徹底。

※大気汚染防止法では、届け出対象②解体時の飛散防止対策の ○解体工事については、他法令（労働安全衛生法令、大気汚染防止法
工事である 「吹付けアスベスト等推進 令）で工法、届け出手続き等が規定されており、現在その見直しが 、

が 平方メートル以上施工された検討されている。これらの動きと連携し、法令遵守の徹底を図る。 50
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平方メートル以上の建築物」に500
ついて、規模の見直し、吹付け以○相談体制を整備するとともに、マニュアル、パンフレット等を活用
外の含有建材を含む建築物の解体し、適切な解体が行われるよう普及啓発を図る。
について、規制対象とすること等

の検討がされている。

※他省庁、地方公共団体の支援措置③アスベスト建材の除去等 ○住宅に使用されたアスベスト建材の除去等について、地域住宅交付
等との連携への支援 金など既存の制度の活用について検討を行う。

○住宅金融公庫融資制度（リフォーム融資）を活用する。

○住宅以外の建築物について融資や、不特定多数の者が利用する民間
建築物に対する補助を検討する。

４ アスベスト対策の推進のための環境整備に関する取り組み

取り組み（案） 具体的施策（案） ○：緊急的に実施 備考
●：中長期的に対応を検討

※住宅性能表示制度では、シックハ①住宅性能表示制度の整備 ○住宅性能表示制度において、室内空気中のアスベスト繊維の濃度の
ウス対策として、化学物質の室内測定を行い、その結果を表示する仕組みを整備する。
濃度測定結果や建材の使用状況に

ついて表示を実施中○住宅性能表示制度において、吹付けアスベスト等の使用状況を表示
する仕組みを整備する。

※類似のものとして「シックハウス②相談・調査体制の整備 ○所有者等からの問い合わせに適切に対応できるよう 「アスベスト、
相談対応マニュアル」相談マニュアル」を作成し、全国の地方公共団体、保健所、消費生

※小規模なものを含むと、吹付けア活センター、建築住宅センター、関係機関等に配布し、相談体制の
200整備を図る。 スベスト等について、推定約

万棟（平成元年頃までの木造等を

除く民間の非住宅建築物及び共同○相談に対応する職員等に対する研修を行う。
住宅数（暫定推計 ）が、調査対象）

になり、ｽｸﾘｰﾆﾝｸﾞの方法や調査体○関係機関の連携による調査体制の整備について検討する。
制確保が課題。
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※調査のために課税台帳等を用いて③台帳の整備等 ○アスベストの実態調査の結果については、調査を実施した地方公共
いる地方公共団体の例がある。団体、所有者等の双方で適切に情報を管理し、今後の適切な維持管

、 、理、除去、解体時の対応等が行われるよう、台帳の整備を進める。 ※既存建築物の台帳は 耐震対策等

既存建築物の安全確保一般におい

て重要。

※住団連において、広報、低層住宅④専門家・事業者の育成 ○建築士等に対して、アスベストの調査方法、除去方法等に関する講
石綿取扱ガイドの配布、解体業務習会や研修会を実施する。
従事者向けの特別教育実施の支援

（ 教材、講師養成）を実○住宅生産者に対して、労働安全衛生法令等を周知するとともに、必 CD-ROM
施中要な支援を行い、法令順守の徹底を図る。

※技術評価制度の検討（耐火性能の⑤技術開発の推進 ●アスベストの除去等について技術開発を促進するとともに、その評
確保も必要）価手法の確立について検討する。

○パンフレットの作成、地方公共団体の広報の活用等を通じて、所有⑥建築物の所有者等に対す
者等に普及啓発を行い、適切な吹付けアスベスト等の除去や、適切る普及啓発の実施
な解体等が行われるようにする。

○所有者等が自ら建築物に使用されている吹付けアスベスト等につい
て調査・点検を行うことができるよう、パンフレット、簡易調査マ
ニュアル等を整備する。

○建築物の耐震化の促進を図るための施策を展開する。⑦地震発生後の飛散防止対
策を実施

●地震発生後に行う応急危険度判定おいて、地震により倒壊した建築
物の適切な解体等が行われるよう、アスベストの飛散危険性の判定
を併せて実施することについて検討を行う。
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(参考)

アスベスト含有建材の種類と対応方針(案)

アスベスト含有建材 対応方針(案) 備考

○吹付け材 ○ 吹 付 け ア 吹 付 け ア 建築基準法によ 除去等

スベスト ス ベ ス ト る規制（既存建 の費用

等 築物対策）の検 に対す※鉄骨造の建 （S50に禁止）

討、調査の環境 る支援築物の耐火

○アスベス 整備等を行っ上 につい被 覆 、 R C

ト含有吹 で詳細な調査等 て検討造の建築物

付けロッ を実施の防音・吸

クウール マニュ音、断熱・

アル、結露防止な （乾式はS55

相談体どに使用。 まで、湿式は

制の整H元までに使

備、専（パーライ 用中止、Ｈ７

門家、ト等は耐火 に禁止）

事業者被覆には用

いられてい 文科省で○ ア ス ベ ス の育成、

ない ） は実態調。 ト含有パ その他の 資料収集、濃度 技術開

査中。含ーライト ア ス ベ ス 測定をはじめ、 発等の

有の有無・ひる石 ト 含 有 建 調査・研究を行 推進

の分析等等吹付け 材 った上で必要に

（H7に禁止） が必要。応じた対策を優

先順位をつけて 解体時

解体工事実施。 におけ

では成型○保温材等 る飛散

品等と区防止対

※ボイラー、配管等の断熱、 別して処策につ

保温等に使用。マット状の 理するこいて関

。石綿含有材料で包むように とが規定係法令

（ ）するなどして使用。 労安法の遵守

の徹底

○成型品

※ボード、スレートなど板状

の製品に混入したもの。














